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要望事項
（事項名）

官民競争入札等を実施するために政
府が講ずべき規制改革等の措置 要望理由 その他 該当法令 制度・業務の現状

措置
の

分類

措置
の

内容
措置の概要（対応策）

その他（外部資源の活用
状況も含む）

所管
府省庁

地方
0008001

B09025 2
蕨
市

民間活力の活用
として、債権管理
回収会社（サー
ビサー）に租税
債権の収納業務
を委託する

１．私人による公金取扱の制限を撤廃す
るために地方自治法（昭和２２年法律第６
７号）第２４３条を全部改正するか、又はそ
れに基づく下記の政令において特例措置
を講ずる必要があります。
（1）地方自治法施行令（昭和２２年政令第
１６号）第１５８条の規定を改正、又は（2）
地方自治法施行令第１５８条の２の規定を
改正、若しくは（3）地方自治法施行令第１
５８条に新規で私人に収納事務委託がで
きる特例措置を制定

２．債権管理回収会社に租税債権の収納
業務委託をするために、次に掲げる法令
を改正する必要があります。
（1）債権管理回収業に関する特別措置法
（平成１０年法律第１２６号）第２条第１項
（2）債権管理回収業に関する特別措置法
施行令（平成１１年政令第１４号）第１条か
ら第３条
（3）債権管理回収業に関する特別措置法
第１２条ただし書

　昨今の社会経済状況を見ると、１地域に留まる
ことなく北海道から沖縄まで住民異動が行われて
います。
　滞納者も同様例外なく広域化の傾向が見られ
ます。こうした広域化した滞納者に対しての租税
債権の徴収には苦慮しているところであります。
　そこで、民間活力を活用し、租税債権を確保す
るため、全国に１００社程度ある債権管理回収業
に関する特別措置法に基づく、債権管理回収会
社（サービサー）に租税債権の回収（公権力を含
まない収納）を委託するものであります。
　これにより、租税債権の公平性が図られ、併せ
て収納率の向上が期待されます。
　なお、『租税債権を民間に譲渡』することが考え
られますが、市民の合意が得られるまでには、相
当の期間を要すると思料します。したがって、今
回は収納業務を委託することを提案いたします。

地方自治法
２４３条、地
方自治法施
行令第１５８
条・第１５８条
の２

規制改革・民間開放推
進３カ年計画（平成17年
3月25日閣議決定）に基
づき、総務省自治税務
局長通知（平成17年4月
1日）などで民間事業者
のノウハウを活用できる
業務についての民間へ
の業務委託等の推進し
ているところである。

I・J Ⅰ・Ⅴ

滞納者の自宅等を訪問し、滞納の事実を
通告することや、滞納者の地方税を収納
することについては、滞納者の氏名や税
額、滞納状況などに関する情報の取扱い
が適正に行われるかどうか等の懸念は大
きいものの、現行法上禁じられていない。
ただし、地方税法上の「督促」、滞納処分
のための「質問・検査」、「差押」等につい
ては、公務員の中でも徴税吏員に限定し
て認められている公権力の行使そのもの
であり、租税の性格上、民間委託等にな
じまないものと考えられる。

総
務
省

地方
0008001

B10014 2
蕨
市

民間活力の活用
として、債権管理
回収会社（サー
ビサー）に租税
債権の収納業務
を委託する

１．私人による公金取扱の制限を撤廃するた
めに地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第
２４３条を全部改正するか、又はそれに基づく
下記の政令において特例措置を講ずる必要
があります。
（1）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６
号）第１５８条の規定を改正、又は（2）地方自
治法施行令第１５８条の２の規定を改正、若し
くは（3）地方自治法施行令第１５８条に新規で
私人に収納事務委託ができる特例措置を制
定

２．債権管理回収会社に租税債権の収納業
務委託をするために、次に掲げる法令を改正
する必要があります。
（1）債権管理回収業に関する特別措置法（平
成１０年法律第１２６号）第２条第１項
（2）債権管理回収業に関する特別措置法施
行令（平成１１年政令第１４号）第１条から第３
条
（3）債権管理回収業に関する特別措置法第１
２条ただし書

　昨今の社会経済状況を見ると、１地域に留まる
ことなく北海道から沖縄まで住民異動が行われて
います。
　滞納者も同様例外なく広域化の傾向が見られ
ます。こうした広域化した滞納者に対しての租税
債権の徴収には苦慮しているところであります。
　そこで、民間活力を活用し、租税債権を確保す
るため、全国に１００社程度ある債権管理回収業
に関する特別措置法に基づく、債権管理回収会
社（サービサー）に租税債権の回収（公権力を含
まない収納）を委託するものであります。
　これにより、租税債権の公平性が図られ、併せ
て収納率の向上が期待されます。
　なお、『租税債権を民間に譲渡』することが考え
られますが、市民の合意が得られるまでには、相
当の期間を要すると思料します。したがって、今
回は収納業務を委託することを提案いたします。

債権管理回
収業に関す
る特別措置
法第２条第１
項

サービサーが取り扱うこ
とのできる債権は，一定
の限度内に限定され，
「特定金銭債権」と定義
されている。サービサー
法の立法目的が，金融
機関等の不良債権の実
質的処理と債権の流動
化の促進などであること
から，租税債権はこれに
含まれていない。

Ｉ Ⅰ

弁護士法７２条が無資格者による他人の
法律事件への介入を禁じている趣旨は、
そのような行為が当事者の利益を損な
い、法律秩序を害するからである。特に、
債権回収の場面では債務者の利益を害
する場合が少なくない。租税徴収は、公
権力の行使に関する事務であり、中立公
正で公平な処理が強く求められることか
ら、これを民間業者に委託することは適当
でない。また、租税の滞納は、単に経済
的な理由による場合だけでなく、税額の
算定方法や減免・控除の有無など種々の
点において争いがある場合も少なくなく、
事件の紛争性の度合いが類型的に大き
いと考えられるから、そのような事件を民
間業者に委託することは、国民の利益を
害するおそれがある。同様の理由から、
サービサーにこれを認めるのも適当でな
い。

法
務
省

地方
0044001

B09027 2
草
加
市

自治体の徴税業
務を公共サービ
ス改革法の対象
とする

地方自治法第２３１条の３第３項・地方税
法第３３１条・地方税法第２９８条第１項・
地方税法第３２９条第１項・地方税法第１
条第１項第３号等により、公権力の行使に
あたる徴税業務に携われるのは市町村吏
員に限られている。これを改め、地方公務
員法第３条第３項第３号に基づく特別職の
非常勤嘱託員や自治体から委託を受けた
民間債権回収会社の従業員も公権力の
行使たる徴税業務に携わることを可能と
するため、自治体の徴税業務を公共サー
ビス改革法の対象とする。

税の徴収は、滞納者との交渉や、財産調査・滞納処分等の専門
的なスキル・ノウハウが要求される業務であり、経験に裏付けら
れたベテラン職員が欠かせません。しかし、地方税制の抜本改
正が予定されていることに加え、草加市においては、ベテラン職
員の大量退職が目前に迫っていることから、徴収体制の抜本的
な見直し・強化が喫緊の課題となっております。このため草加市
では徴収補助員（地方公務員法第３条第３項第３号に基づく特
別職の非常勤嘱託員）を活用し、併せて、「非常勤嘱託員に特
別徴税吏員資格を付与する」よう、特区提案も行って参りました
が、総務省の見解は「徴収補助員等の臨時職員は、徴税吏員
に比して地方税法や地方公務員法による重い義務・罰則が課
せられていないことから、私人の権利義務に対する重大な侵害
となる要素を含む公権力の行使である督促・滞納処分・強制執
行等の手続きを行わせることはできない。」というものでした。し
かし、徴税業務を「公共サービス改革法」の対象とすることに
よって、当該嘱託員や民間企業の従業員に見なし公務員規定
が適用され、地方公務員法の義務・罰則の対象となることとな
り、総務省が持つ懸念は解消されます。各自治体は、三位一体
改革を通じた所得税から住民税への税源移譲を受けたことによ
る財源面での自立は勿論のこと、受益と負担の関係を明確に
し、より一層公平な税負担を市民に求める必要があり、かつこ
れに要する「徴税コスト」も意識しなければなりません。また、
国・都道府県・市町村がそれぞれに税・保険・年金等の徴収に
関わる問題を抱えつつ、「公務員を削減しなければならない」と
いう現実に直面していることも、各主体に共通する課題だと思わ
れます。そこで、これらの課題を解決するためには、民間の企
業や経験豊富な徴収嘱託員等が蓄積しているノウハウの活用
が不可欠だと考え、自治体における徴税業務を公共サービス改
革法の対象とすることを提案いたします。

地方自治法
２４３条、地
方自治法施
行令第１５８
条・第１５８条
の２

規制改革・民間開放推
進３カ年計画（平成17年
3月25日閣議決定）に基
づき、総務省自治税務
局長通知（平成17年4月
1日）などで民間事業者
のノウハウを活用できる
業務についての民間へ
の業務委託等の推進し
ているところである。

I・J Ⅰ・Ⅴ

滞納者の自宅等を訪問し、滞納の事実を
通告することや、滞納者の地方税を収納
することについては、滞納者の氏名や税
額、滞納状況などに関する情報の取扱い
が適正に行われるかどうか等の懸念は大
きいものの、現行法上禁じられていない。
ただし、地方税法上の「督促」、滞納処分
のための「質問・検査」、「差押」等につい
ては、公務員の中でも徴税吏員に限定し
て認められている公権力の行使そのもの
であり、租税の性格上、民間委託等にな
じまないものと考えられる。

総
務
省
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要
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省
庁
横
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要望事項
（事項名）

官民競争入札等を実施するために政
府が講ずべき規制改革等の措置 要望理由 その他 該当法令 制度・業務の現状

措置
の

分類

措置
の

内容
措置の概要（対応策）

その他（外部資源の活用
状況も含む）

所管
府省庁

≪ 所 管 府 省 庁 の 回 答 ≫分類№

地方
0006001

B10001 3
鳴
門
市

電話・ＦＡＸ予約
による戸籍謄・抄
本等の交付請求
について

戸籍法第１０条　戸籍の謄抄本・記載事項
証明の先例では
①戸籍謄抄本の交付請求を電話で受けて
予め作成しておき、平日の勤務時間外あ
るいは休祭日等に手数料と引き換えに交
付することは認められない（平２．７．３０民
２・３１７８回答）。
②戸籍謄抄本の交付仮申請（予約）を本
庁のファクシミリで２４時間受け、これに基
づきあらかじめ作成し、連絡所に事前に送
付しておいた戸籍謄抄本を、条例で定め
た平日の勤務時間と異なる時間帯（月曜
日から金曜日までの午前１０時から午後７
時３０分までの時間（除く休日）に、市区町
村の嘱託職員が、仮申請書の原本である
申請書及び手数料と引き換えに交付する
ことは認められない（平５．７．２８民２・５３
１１回答）。
上記①、②の規制緩和が図られれば、市
民サービスの向上と利便性が図られる。

左記の①、②の規制緩和が図られれば、戸籍
謄・抄本の交付請求を電話・ＦＡＸで受けてあらか
じめ作成しておき、平日の勤務時間外あるいは、
休祭日に本人確認のうえ手数料と引き換えに交
付できれば、市民サービスの利便性を図ることが
できる。

戸籍法第１０
条

電話，ＦＡＸにより戸籍謄
抄本の交付請求を受け
付けて，時間外に交付
することは認めていない

Ｉ Ⅰ

①電話による戸籍謄抄本の請求を認める
と，予約者が請求者本人であるか否かの
確認をすることができず，また，請求の対
象戸籍の有無を教示することとなり，その
結果，予約者が不正請求者であるような
場合に個人の所在探索を助長する等，プ
ライバシー保護を図っている戸籍法の制
度趣旨が損なわれるおそれがあることか
ら，これに応じることはできない。
②ＦＡＸによる戸籍謄抄本の請求について
は，現行法上は手数料の前納が要件とは
されていないので請求者の本人確認を確
実に実施する等個人情報の保護を図る
戸籍法の趣旨に反しない限り，これを認
める余地はあるものと考える。

法
務
省

地方
0006002

B14001 3
鳴
門
市

連絡所の窓口に
おける、各種申
請等の取次事務

競争の導入による公共サービスの改革に
関する法律第３４条では、戸籍法等の特
例で窓口６業務の交付の請求の受付及び
その引渡しに限定されているが、現在当
市の連絡所においては、その他（特記事
項）で、記載している７項目の取次ぎ事務
を実施しているので、交付引渡し事務以
外に取り次ぎ事務も認めていただきたい。

戸籍法等の特例で窓口６業務の交付の請求の受
付及びその引渡しに限定されているが、現在連
絡所の窓口においては、他課の申請書等の事務
を取り次いでいる状況であり、委託窓口において
も取次事務が可能であれば、市民にとってより利
便性が図られる。

現在、鳴門市の各連絡所におい
ては、「国民健康保険の加入・離
脱の処理」、「国民健康保険証の
異動処理、再交付申請の受理」、
「高額医療費の受理」、「コルセッ
ト・マッサージ費等の支給申請
書」、「老人医療受給者証の再交
付申請の受理」、「葬祭費支給申
請書の受理」、「介護保険に関す
る介護認定申請書・更新申請書
の受理」の７項目を取り扱ってい
る。

○国民健康
保険法第九
条、第五十
七条の二、
第五十八
条、第八十
条の二等

○介護保険
法第２７条、
第２８条

○　国民健康保険に関
する資格取得の届出、
高額療養費の申請等の
事務は保険者である市
町村が処理することとさ
れている。なお、保険料
の徴収の事務について
は、政令の定めるところ
により、私人に委託する
ことができる。
○　要介護認定に係る
新規・更新申請書は、保
険者である市町村に提
出することとしている。

Ｉ／Ｊ Ⅰ

ご要望の取次事務がどのように行われるか詳細は定
かではないが、取次事務において各種書類の確認、
補正を行う場合、例えば、高額療養費の支給申請の
受理に当たっては、添付の各種証拠書類の確認な
ど、形式上の要件に適合しているか否かの確認を行
う必要があるが、国民健康保険制度に精通していな
い民間事業者が受託した場合、これらが円滑に行わ
れない懸念がある。
　また、国民健康保険の窓口業務においては、保険
料の収納率向上のため様々な機会を捉えて被保険者
との接触を図っており、被保険者証の交付や高額療
養費等の支給申請に当たって、保険料を滞納してい
る世帯主に対する短期の被保険者証の交付や資格
証明書の交付、納付相談等を行っており、さらにその
際、保険料の滞納につき特別な事情があるかどうか
の判断や所得に応じた保険料の減免の必要性の判
断など保険者において行うべき事務を行っているとこ
ろである。
　このため、ご要望の窓口における各種申請等すべて
を包括的に特定公共サービスとすることは不適当で
ある。なお、郵送による資格喪失の届出等や被保険
者証の発送についての民間事業者への委託は、現行
でも可能である。
　「介護保険に関する介護認定申請書・更新申請書の
受付」については、「取り次ぎ事務」の内容が不明確で
あり、御要望の「取り次ぎ事務」の詳細をご教示いた
だいた上で、制度上の問題点を精査する必要がある
と考えている。

厚
生
労
働
省

地方
0006003

B10010 3
鳴
門
市

戸籍謄本・抄本
の本籍地以外の
地域からの交付

戸籍法第１１７条第２項規制緩和
「電子情報処理組織による戸籍事務」
（現在は、政令指定都市の各区間におい
てネットワーク化した電子情報組織により
記録事項証明の相互発行を行うこと及び
転籍、新戸籍の編製等を本籍地以外の区
が管理することを戸籍記録を利用すること
は差し支えない。）
上記事項を、政令指定都市だけでなく全
国に認めてほしい。

住基ネットにより市区町村の住民基本台帳がネッ
トワークで結ばれ、住民の４情報が都道府県を越
えてオンラインで直結し、全国どこの市区町村か
らも自分の住民票の写しが取得できる現在、戸
籍事務の電子情報化も拡大し実施市区町村が全
国で６５％強であり本県においても７６．８％であ
る現状において戸籍の電子情報組織も全国ネッ
トとし、記録事項証明を最寄りの市区町村で交付
が可能となれば、本籍地以外の居住者の利便性
が向上する。

戸籍法第１
条，戸籍法
第４条，

政令指定都市以外の市
町村間でネットワーク化
した電子情報組織により
記録事項証明書の相互
発行の実績有り。

Ｊ Ⅴ

要望主体の言うネットワーク化した電子情
報処理組織により記録事項証明書の相
互発行を行うこと等については，政令指
定都市内の各区間に限定されるものでは
ない（平成１６年５月１４日付け法務省民
一第１４２４号民事局長回答参照）。
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Ｈ18「公共サービス改革基本方針」の策定に関する意見（要望）一覧　【様式２】地方公共団体関連

要
望
№

回
答
№

省
庁
横
断

個
別
施
策

要
望
主
体
名

要望事項
（事項名）

官民競争入札等を実施するために政
府が講ずべき規制改革等の措置 要望理由 その他 該当法令 制度・業務の現状

措置
の

分類

措置
の

内容
措置の概要（対応策）

その他（外部資源の活用
状況も含む）

所管
府省庁

≪ 所 管 府 省 庁 の 回 答 ≫分類№

地方
0036001

B03006 3

木
更
津
市

公共サービス改
革法第３４条に
規定する戸籍法
等の特例の対象
業務（ただし、
「地方税法に基
づく納税証明書
の交付の請求の
受付及びその引
渡し」業務を除
く。）

公共サービス改革法第３４条において「地
方公共団体関連の公共サービスに関して
既に措置されている法律の特例」をさらに
見直し、戸籍法等の特例の対象業務（た
だし、「地方税法に基づく納税証明書の交
付の請求の受付及びその引渡し」業務を
除く。）の範囲を拡大するための規制改革
等の措置

既に、公共サービス改革法第３４条において官民
競争入札等の対象とされている地方公共団体に
おける窓口６業務（ただし、「地方税法に基づく納
税証明書の交付の請求の受付及びその引渡し」
業務を除く。）について、「請求内容の確認」及び
「作成業務」についても、一連の窓口業務として
官民競争入札等の対象とすることにより、当該窓
口業務の民間委託への道が開かれ、行財政改
革の推進に寄与できるため。

Ｈ Ⅰ
ご要望を踏まえ、政府部内で検討して参
りたい。

内
閣
府

地方
0036001

B09020 3

木
更
津
市

公共サービス改
革法第３４条に
規定する戸籍法
等の特例の対象
業務（ただし、
「地方税法に基
づく納税証明書
の交付の請求の
受付及びその引
渡し」業務を除
く。）

公共サービス改革法第３４条において「地
方公共団体関連の公共サービスに関して
既に措置されている法律の特例」をさらに
見直し、戸籍法等の特例の対象業務（た
だし、「地方税法に基づく納税証明書の交
付の請求の受付及びその引渡し」業務を
除く。）の範囲を拡大するための規制改革
等の措置

既に、公共サービス改革法第３４条において官民
競争入札等の対象とされている地方公共団体に
おける窓口６業務（ただし、「地方税法に基づく納
税証明書の交付の請求の受付及びその引渡し」
業務を除く。）について、「請求内容の確認」及び
「作成業務」についても、一連の窓口業務として
官民競争入札等の対象とすることにより、当該窓
口業務の民間委託への道が開かれ、行財政改
革の推進に寄与できるため。

競争の導入
による公共
サービスの
改革に関す
る法律第３４
条第１項

地方公共団体が官民競
争入札又は民間競争入
札の対象とすることがで
きる業務の範囲を、証明
書等の交付の請求の
「受付」及び当該請求に
係る「引渡し」としてい
る。

Ｉ Ⅰ

競争の導入による公共サービスの改革に
関する法律第３４条第１項第２号、第４
号、第５号及び第６号に規定する業務は、
地方公共団体の行う事務のうち、個人の
プライバシーに関わり、その事務の性質
上慎重な取り扱いを要するものである。民
間事業者に証明書等の交付に係る作成
等を行わせるためには、原簿やデータ
ベースへのアクセス等を認めなければな
らず、現状では基本的に困難であると考
えている。

ー
総
務
省

地方
0036001

B10012 3

木
更
津
市

公共サービス改
革法第３４条に
規定する戸籍法
等の特例の対象
業務（ただし、
「地方税法に基
づく納税証明書
の交付の請求の
受付及びその引
渡し」業務を除
く。）

公共サービス改革法第３４条において「地
方公共団体関連の公共サービスに関して
既に措置されている法律の特例」をさらに
見直し、戸籍法等の特例の対象業務（た
だし、「地方税法に基づく納税証明書の交
付の請求の受付及びその引渡し」業務を
除く。）の範囲を拡大するための規制改革
等の措置

既に、公共サービス改革法第３４条において官民
競争入札等の対象とされている地方公共団体に
おける窓口６業務（ただし、「地方税法に基づく納
税証明書の交付の請求の受付及びその引渡し」
業務を除く。）について、「請求内容の確認」及び
「作成業務」についても、一連の窓口業務として
官民競争入札等の対象とすることにより、当該窓
口業務の民間委託への道が開かれ、行財政改
革の推進に寄与できるため。

公共サービ
ス改革法第
３４条，戸籍
法第１条

・競争の導入
による公共
サービスの
改革に関す
る法律
・外国人登録
法

公共サービス改革法第
３４条に規定する法の特
例として戸籍謄抄本の
受付，及び引渡し業務
を官民競争入札の対象
とすることが可能。

地方公共団体は，競争
の導入による公共サー
ビスの改革に関する法
律第３４条第１項各号に
規定する証明書等の交
付の請求の「受付」及び
「引渡し」の業務に関し
て，官民競争入札等の
対象とすることができ，
入札の結果落札した民
間事業者に対して，当
該業務を委託するもの
とする。

Ｉ Ⅰ

公共サービス改革法第３４条第１項第１号の戸籍謄本
等については，個人のプライバシーに関わるため，性
質上慎重な取扱いが求められており，民間事業者に
委託することができるのは交付の請求の受付及び引
渡しに限定されているが，委託することができる範囲
を証明書の作成等に広げる場合，民間事業者に戸籍
情報を利用して業務を行うことを認めなければならな
い。戸籍情報には，当該者の本籍地，氏名，生年月
日，婚姻，離婚，認知等の身分事項等のプライバシー
性が高い事項が記載されていることから，特に慎重な
取扱いが必要であり，民間事業者に対して，直接，戸
籍情報を取り扱うことを認めることは現状では困難で
ある。
・競争の導入による公共サービスの改革に関する法
律第３４条第１項第３号の外国人登録原票の写し等に
ついては，個人のプライバシーに関わるため性質上
慎重な取扱いが求められており，民間事業者に委託
できるのは交付の請求の「受付」及び「引渡し」に限定
されているが，委託できる範囲を証明書の作成等にま
で広げる場合，民間事業者に外国人登録原票を利用
して業務を行うことを認めなければならない。
・外国人登録原票は，原則非公開とされているよう
に，当該外国人の氏名，生年月日等の身分事項だけ
でなく写真，署名，職業や勤務先等プライバシー度が
高い事項が記載されていることから特に慎重な取扱
いが必要であり，民間事業者に対して外国人登録原
票の取扱いを認めることは現状では困難である。
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